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(57)【要約】
【課題】極めて高効率かつ高輝度な光出力を有し、極めて耐久性のある有機発光素子を提
供する。
【解決手段】陽極と陰極と、該陽極と該陰極との間に挟持される有機化合物層と、から構
成され、該有機化合物層に下記一般式［Ｉ］で示されるピレン誘導体が含まれることを特
徴とする、有機発光素子。

（式［Ｉ］において、Ａｒは、置換あるいは無置換のアリール基を表す。）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式［Ｉ］で示されることを特徴とするピレン誘導体。
【化１】

（式［Ｉ］において、Ａｒは、置換あるいは無置換のアリール基を表す。）
【請求項２】
　前記Ａｒが、置換あるいは無置換のフルオレニル基又は置換あるいは無置換のピレニル
基であることを特徴とする請求項１に記載のピレン誘導体。
【請求項３】
　陽極と陰極と、
　該陽極と該陰極との間に挟持される有機化合物層と、から構成され、
　該有機化合物層に請求項１又は２に記載のピレン誘導体が含まれることを特徴とする、
有機発光素子。
【請求項４】
　前記有機化合物が発光層に含まれることを特徴とする、請求項３に記載の有機発光素子
。
【請求項５】
　請求項３又は４に記載の有機発光素子を搭載した画素が複数設けられており、
　さらに該有機発光素子に電気信号を供給する手段を有することを特徴とする、画像表示
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ピレン誘導体及びこれを用いた有機発光素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機発光素子は、陽極と陰極との間に蛍光性有機化合物を含む薄膜を挟持させてなる発
光素子である。また各電極から電子及びホール（正孔）を注入することにより、蛍光性化
合物の励起子を生成させ、この励起子が基底状態に戻る際に有機発光素子は光を放出する
。
【０００３】
　有機発光素子における最近の進歩は著しく、その特徴は、低印加電圧で高輝度、発光波
長の多様性、高速応答性、薄型、軽量の発光デバイス化が可能であることが挙げられる。
このことから、有機発光素子は広汎な用途への可能性を示唆している。
【０００４】
　しかしながら、現状では更なる高輝度の光出力あるいは高い光変換効率が必要である。
また、長時間の使用による経時変化や酸素を含む雰囲気気体や湿気等による劣化等の耐久
性の面においても未だ多くの問題がある。
【０００５】
　一方、フルカラーディスプレイ等への応用を考えた場合では、色純度の良い青色、緑色
及び赤色の発光が必要となるが、これらの問題に関してもまだ十分に解決されたとはいえ
ない。
【０００６】
　上述した課題の解決を目的として様々な材料や有機発光素子が提案されている。ここで
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材料においては、例えば、特許文献１～３に示されるピレン化合物が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平２００７－１６９５８１号公報
【特許文献２】ＷＯ２００５／１１５９５０パンフレット
【特許文献３】ＷＯ２００５／１２３６３４パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　ただ特許文献１～３に記載のピレン化合物とこのピレン化合物を用いた有機発光素子は
実用化という観点からまだ改善の余地がある。具体的には、実用化を考える上で更なる高
輝度の光出力あるいは高い光変換効率が必要となるからである。また、長時間の使用によ
る経時変化や酸素を含む雰囲気気体や湿気等による劣化等の耐久性の面での改善が必要と
なる。さらに、フルカラーディスプレイ等への応用を考えた場合、有機発光素子に要求さ
れる特性の一つとして、良好な色純度や高効率の青色発光が挙げられるが、これらの問題
に関してもまだ十分に解決されたとはいえない。従って、特に、色純度や発光効率、耐久
性が高い有機発光素子及びこれを実現するための材料が求められている。
【０００９】
　本発明は、上述した従来技術の問題点を解決するためになされたものであり、その目的
は、極めて高効率かつ高輝度な光出力を有し、極めて耐久性のある有機発光素子を提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明のピレン誘導体は、下記一般式［Ｉ］で示されることを特徴とする。
【００１１】
【化１】

（式［Ｉ］において、Ａｒは、置換あるいは無置換のアリール基を表す。）
【発明の効果】
【００１２】
　本発明のピレン誘導体は、優れた発光特性を持ち、安定性の高い有機発光素子用材料で
ある。このため、本発明によれば、極めて高効率かつ高輝度な光出力を有し、極めて耐久
性のある有機発光素子を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の有機発光素子を搭載した画像表示装置の例を示す断面概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　まず本発明のピレン誘導体について説明する。本発明のピレン誘導体は、下記一般式［
Ｉ］で示される。
【００１５】
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【化２】

【００１６】
　式［Ｉ］において、Ａｒは、置換あるいは無置換のアリール基を表す。Ａｒで表される
アリール基として、フェニル基、ナフチル基、ペンタレニル基、アントリル基、ピレニル
基、インダセニル基、アセナフテニル基、フェナントリル基、フェナレニル基、フルオラ
ンテニル基、ベンゾフルオランテニル基、アセフェナントリル基、アセアントリル基、ト
リフェニレニル基、クリセニル基、ナフタセニル基、ペリレニル基、ペンタセニル基、フ
ルオレニル基等が挙げられるがもちろんこれらに限定されるものではない。蛍光量子収率
が高いという観点から、上述したアリール基のうち蛍光量子収率が高い置換基が好ましく
、特に好ましくは、フルオレニル基又はピレニル基である。
【００１７】
　上記、アリール基が有してもよい置換基として、メチル基、エチル基、プロピル基、イ
ソプロピル基、ターシャリーブチル基等のアルキル基、ベンジル基、フェネチル基等のア
ラルキル基、フェニル基、ビフェニル基、９，９－ジメチルフルオレニル基等のアリール
基、チエニル基、ピロリル基、ピリジル基等の複素環基、ジメチルアミノ基、ジエチルア
ミノ基、ジベンジルアミノ基、ジフェニルアミノ基、ジトリルアミノ基、ジアニソリルア
ミノ基等のアミノ基、メトキシル基、エトキシル基、プロポキシル基等のアルコキシ基、
フェノキシル基等のアリールオキシ基、フッ素、塩素等のハロゲン原子、シアノ基、ニト
ロ基等が挙げられるがもちろんこれらに限定されるものではない。
【００１８】
　尚、式［１］のピレン誘導体において、ナフタレン骨格にメチル基、エチル基、ターシ
ャルブチル基等のアルキル基を導入してもよい。
【００１９】
　本発明のピレン誘導体は、蛍光量子収率が高いピレン骨格を基本骨格として含むため、
蛍光量子収率が高く、有機発光素子に含まれる発光層の構成材料として使用すると、発光
効率が高い有機発光素子を提供することができる。
【００２０】
　また本発明のピレン誘導体は、ピレン骨格に結合する立体障害基として立体的に嵩高い
イソプロピル基が置換されている。これにより分子同士の会合を抑制することができる。
またこの分子同士の会合の抑制効果は、無置換体、メチル基置換体及びエチル基置換体に
比べて非常に大きい。
【００２１】
　尚、ピレン骨格に結合する立体障害基としてターシャルブチル基を置換する例はある。
ただし、以下の（ｉ）及び（ｉｉ）より、イソプロピル基を置換するのが好ましい。
（ｉ）ピレン基との結合の強さを考慮すると、ピレン骨格にイソプロピル基を導入する方
が、結合エネルギーがより大きくなるため（ラジカル解離した場合、ターシャルブチルラ
ジカルはイソプロピルラジカルよりも安定であるため）。
（ｉｉ）化合物自体の熱安定性が高いため。
【００２２】
　表１は、ピレン骨格にターシャルブチル基又はイソプロピル基を導入した時の、ピレン
骨格とターシャルブチル基又はイソプロピル基との結合エネルギーを計算したものである
。
【００２３】
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【表１】

【００２４】
　表１より、ピレン骨格において一番立体障害の効果が大きい１位（３位）にイソプロピ
ル基が導入された化合物は、ターシャリーブチル基が２位に導入された化合物よりも結合
エネルギーが大きいことを示唆している。尚、表１には示されていないが、１位（３位）
にターシャリーブチル基を導入するのは、２位及び１０位の水素原子との立体障害が大き
く困難である。
【００２５】
　以上より、本発明のピレン誘導体は分子同士の会合を抑制するので、本発明のピレン誘
導体を有機発光素子の、特に、発光層の構成材料として使用すると、より発光効率が高い
有機発光素子を提供することができる。
【００２６】
　また本発明のピレン誘導体は、上述したように、ピレン骨格と置換基（イソプロピル基
）との結合エネルギーが大きく化合物自体の熱安定性が非常に高い。このため化合物自体
の耐久性が高く有機発光素子の構成材料として有用である。
【００２７】
　一方、本発明のピレン誘導体は、キャリア移動度が高いピレンを基本骨格として含んで
いるため、有機発光素子の発光層の構成材料として使用すると、素子の駆動電圧を低くす
ることができる。
【００２８】
　他方、本発明のピレン誘導体は、ピレン骨格に電子供与性の高いイソプロピル基を２つ
導入することで、従来のピレン誘導体に比べてＨＯＭＯ（イオン化ポテンシャル）が低い
。ここでイソプロピル基の導入する位置は、下記式［ＩＩ］中のＲ3及びＲ8の位置である
。
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【化３】

【００３０】
　Ｒ3及びＲ8は、ピレン骨格のＨＯＭＯに属する電子密度が高い位置であるため、これら
の位置にイソプロピル基を導入すると、Ｒ2やＲ7に導入するよりもＨＯＭＯを低くする効
果は大きくなる。
【００３１】
　以上のように、本発明のピレン誘導体は、従来のピレン誘導体よりもＨＯＭＯが低いの
で、有機発光素子の、特に、発光層の構成材料として使用すると、駆動電圧をより低くす
ることができる。
【００３２】
　また本発明のピレン誘導体は、ピレン骨格の１位（３位）にナフチル基が導入されてい
る。これにより、発光材料として適切なバンドギャップを形成することができる。従って
、有機発光素子の、特に、発光層の構成材料として使用すると、駆動電圧をより低くする
ことができる。本発明のピレン誘導体は、好ましくは、発光層のホストとして使用する。
ホストとして使用すると、駆動電圧が低くしたり、ドーパントへのエネルギー移動の効率
を高めたり、発光効率を高くしたりすることができる。
【００３３】
　本発明のピレン誘導体の具体例を以下に示す。ただし本発明は、これらに限定されるも
のではない。
【００３４】
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【００３５】
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【化５】

【００３６】
　次に、本発明の有機発光素子を説明する。
【００３７】
　本発明の有機発光素子は、陽極と陰極と、該陽極と該陰極との間に挟持される有機化合
物層と、から構成される。また本発明の有機発光素子は、この有機化合物層に本発明の有
機化合物が含まれる。好ましくは、発光層に本発明の有機化合物が含まれる。
【００３８】
　発光層に本発明の有機化合物が含まれる場合、発光層は本発明の有機化合物のみから構
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成されていてもよいし、ホストとゲストとから構成されていてもよい。
【００３９】
　発光層がホストとゲストとから構成される場合、ホストは、発光層の構成材料のうち最
も重量比が大きい材料、即ち、主成分となる材料をいうものである。一方、ゲストは、ド
ーパントとも呼ばれ、発光アシスト材料、電荷注入材料等の材料と共に副成分となる材料
として発光層に含まれる材料をいうものである。本発明の有機化合物はホストとして使用
されてもよいし、ゲストとして使用されてもよい。好ましくは、本発明の有機化合物はホ
ストとして使用される。本発明の有機化合物をホストとして使用することにより、有機発
光素子の駆動電圧を低くしたり、有機発光素子の寿命を長くしたりすることができる。
【００４０】
　ここで、本発明の有機化合物をゲストとして使用する場合、ホストに対するゲストの濃
度は、好ましくは、０．０１重量％以上２０重量％以下であり、より好ましくは、０．５
重量％以上１０重量％以下である。
【００４１】
　本発明の有機発光素子の具体的な構成例を以下に示す。ただし、以下に示す具体例はあ
くまでもごく基本的な素子構成であり、本発明はこれに限定されるものではない。
（１）陽極／発光層／陰極
（２）陽極／ホール輸送層／電子輸送層／陰極
（３）陽極／ホール輸送層／発光層／電子輸送層／陰極
（４）陽極／ホール注入層／ホール輸送層／発光層／電子輸送層／陰極
（５）陽極／ホール輸送層／発光層／ホール・エキシトンブロッキング層／電子輸送層／
　　　陰極
【００４２】
　また上記（１）乃至（５）に示される構成の他、電極と有機化合物層と界面に絶縁性層
、接着層又は干渉層を設ける、電子輸送層もしくはホール輸送層がイオン化ポテンシャル
の異なる２層から構成される等の多様な層構成をとることができる。
【００４３】
　本発明の有機発光素子においては、本発明の有機化合物以外にも、必要に応じて従来公
知の化合物を併用して使用することができる。具体的には、下記に示される化合物を使用
することができる。
（ａ）低分子系及び高分子系のホール注入性化合物・ホール輸送性化合物
（ｂ）発光層のホストとなるホスト化合物
（ｃ）発光性化合物
（ｄ）電子注入性化合物・電子輸送性化合物
【００４４】
　以下にこれらの化合物例を挙げる。
【００４５】
　ホール注入性化合物・ホール輸送性化合物としては、ホール移動度が高い材料であるこ
とが好ましい。正孔注入性能又は正孔輸送性能を有する低分子系材料・高分子系材料とし
ては、トリアリールアミン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、スチルベン誘導体、フタ
ロシアニン誘導体、ポルフィリン誘導体、ポリ（ビニルカルバゾール）、ポリ（チオフェ
ン）、その他導電性高分子が挙げられる。ただし本発明はこれらに限定されるものではな
い。
【００４６】
　本発明にピレン誘導体を発光層のホストとして使用する場合、対応するゲストとして、
トリアリールアミン誘導体、縮合環芳香族化合物（例えば、ナフタレン誘導体、フェナン
トレン誘導体、フルオレン誘導体、ピレン誘導体、テトラセン誘導体、コロネン誘導体、
クリセン誘導体、ペリレン誘導体、９，１０－ジフェニルアントラセン誘導体、ルブレン
等）、キナクリドン誘導体、アクリドン誘導体、クマリン誘導体、ピラン誘導体、ナイル
レッド、ピラジン誘導体、ベンゾイミダゾール誘導体、ベンゾチアゾール誘導体、ベンゾ
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オキサゾール誘導体、スチルベン誘導体、有機金属錯体（例えば、トリス（８－キノリノ
ラート）アルミニウム等の有機アルミニウム錯体、有機ベリリウム錯体）等が挙げられる
。
【００４７】
　本発明のピレン誘導体を発光層のゲストとして使用する場合、対応するホストとして、
下記表２に示されている化合物が挙げられる。また下記表２に示される化合物の誘導体で
あってもよい。
【００４８】
【表２】

【００４９】
　さらに上記表４に示されている化合物の他に、縮合環化合物（例えば、フルオレン誘導
体、ナフタレン誘導体、アントラセン誘導体、ピレン誘導体、カルバゾール誘導体、キノ
キサリン誘導体、キノリン誘導体等）、トリス（８－キノリノラート）アルミニウム等の
有機アルミニウム錯体、有機亜鉛錯体、及びトリフェニルアミン誘導体、ポリ（フルオレ
ン）誘導体、ポリ（フェニレン）誘導体等の高分子誘導体が挙げられる。ただし本発明は
これらに限定されるものではない。
【００５０】
　電子注入性化合物・電子輸送性化合物としては、ホール注入性化合物・ホール輸送性化
合物のホール移動度とのバランス等を考慮しながら適宜選択される。電子注入性能あるい
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は電子輸送性能を有する化合物としては、オキサジアゾール誘導体、オキサゾール誘導体
、ピラジン誘導体、トリアゾール誘導体、トリアジン誘導体、キノリン誘導体、キノキサ
リン誘導体、フェナントロリン誘導体、有機アルミニウム錯体等が挙げられるが、もちろ
んこれらに限定されるものではない。
【００５１】
　陽極の構成材料は、仕事関数がなるべく大きいものがよい。例えば、金、白金、銀、銅
、ニッケル、パラジウム、コバルト、セレン、バナジウム、タングステン等の金属単体あ
るいはこれら金属単体を複数組み合わせた合金、酸化錫、酸化亜鉛、酸化インジウム、酸
化錫インジウム（ＩＴＯ）、酸化亜鉛インジウム等の金属酸化物が挙げられる。また、ポ
リアニリン、ポリピロール、ポリチオフェン等の導電性ポリマーでもよい。これらの電極
物質は一種類を単独で使用してもよいし複数種を併用して使用してもよい。また、陽極は
一層で構成されていてもよいし、複数の層で構成されていてもよい。
【００５２】
　一方、陰極の材料は、仕事関数の小さいものがよい。例えば、リチウム等のアルカリ金
属、カルシウム等のアルカリ土類金属、アルミニウム、チタニウム、マンガン、銀、鉛、
クロム等の金属単体が挙げられる。あるいはこれら金属単体を複数組み合わせた合金も使
用することができる。例えば、マグネシウム－銀、アルミニウム－リチウム、アルミニウ
ム－マグネシウム等が使用できる。酸化錫インジウム（ＩＴＯ）等の金属酸化物の利用も
可能である。これらの電極物質は一種類を単独で使用してもよいし、複数種を併用して使
用してもよい。また、陰極は一層で構成されていてもよいし、複数の層で構成されていて
もよい。
【００５３】
　本発明の有機発光素子において、本発明の有機化合物が含まれる層及びその他の有機化
合物からなる層は、以下に示す方法により形成される。一般的には真空蒸着法、イオン化
蒸着法、スパッタリング、プラズマあるいは、適当な溶媒に溶解させて公知の塗布法（例
えば、スピンコーティング、ディッピング、キャスト法、ＬＢ法、インクジェット法等）
により薄膜を形成する。ここで真空蒸着法や溶液塗布法等によって層を形成すると、結晶
化等が起こりにくく経時安定性に優れる。また塗布法で成膜する場合は、適当なバインダ
ー樹脂と組み合わせて膜を形成することもできる。
【００５４】
　上記バインダー樹脂としては、ポリビニルカルバゾール樹脂、ポリカーボネート樹脂、
ポリエステル樹脂、ＡＢＳ樹脂、アクリル樹脂、ポリイミド樹脂、フェノール樹脂、エポ
キシ樹脂、シリコーン樹脂、尿素樹脂等が挙げられるが、これらに限定されるものではな
い。また、これらバインダー樹脂は、ホモポリマー又は共重合体として１種単独で使用し
てもよいし、２種以上を混合して使用してもよい。さらに必要に応じて、公知の可塑剤、
酸化防止剤、紫外線吸収剤等の添加剤を併用してもよい。
【００５５】
　本発明に係る有機発光素子は、表示装置や照明装置に用いることができる。他にも電子
写真方式の画像形成装置の露光光源や、液晶表示装置のバックライト等として使用するこ
とができる。
【００５６】
　本発明に係る有機発光素子を表示装置の部材として使用する場合は、本発明の有機発光
素子を表示部に設ける。ここで表示部は、画素が複数設けられて構成されるものであり、
この画素には本発明の有機発光素子が搭載されている。また、表示装置には、当該有機発
光素子に電気信号を供給する手段を有している。尚、この表示装置はＰＣ等の画像表示装
置として用いることができる。
【００５７】
　表示装置は、デジタルカメラやデジタルビデオカメラ等の撮像装置の表示部に用いられ
てもよい。ここで撮像装置とは、表示部と撮像するための撮像光学系を有する撮像部とを
有する装置である。
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【００５８】
　次に、本発明に係る有機発光素子を搭載した画像表示装置について説明する。
【００５９】
　図１は、本発明の有機発光素子を搭載した画像表示装置の例を示す断面概略図である。
【００６０】
　図１の画像表示装置１は、ガラス等の基板１１とその上部にＴＦＴ又は有機化合物層を
保護するための防湿膜１２が設けられている。また符号１３はＣｒ等の金属のゲート電極
１３である。符号１４はゲート絶縁膜１４であり１５は半導体層である。
【００６１】
　ＴＦＴ素子１８は半導体膜１５とドレイン電極１６とソース電極１７とを有している。
ＴＦＴ素子１８の上部には絶縁膜１９が設けられている。コンタクトホール（スルーホー
ル）１１０を介して有機発光素子の陽極１１１とソース電極１７とが接続されている。
【００６２】
　尚、図１において、有機化合物層１１２は１つの層として図示してあるが、実際は複数
の層からなる積層体である。陰極１１３上には有機発光素子の劣化を抑制するための第一
の保護層１１４や第二の保護層１１５が設けられている。
【００６３】
　有機発光素子はＴＦＴ素子から供給される電気信号により発光輝度が制御される。有機
発光素子を複数面内に設けることでそれぞれの発光輝度により画像を表示することができ
る。
【００６４】
　本発明の有機発光素子を用いた表示装置を駆動することにより、良好な画質で、長時間
表示にも安定な表示が可能になる。
【実施例】
【００６５】
　以下、実施例により本発明をさらに具体的に説明していくが、本発明はこれらに限定さ
れるものではない。
【００６６】
　［実施例１］例示化合物２－１の合成
　以下に示す合成スキームに従い、例示化合物２－１を合成した。
【００６７】
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【化６】

【００６８】
　（１）化合物ａ－１の合成
　１００ｍｌの三ツ口フラスコに、以下に示す試薬、溶媒を仕込んだ。
塩化亜鉛：５．４４ｇ（４０．０ｍｍｏｌ）
テトラヒドロフラン：５０ｍｌ
【００６９】
　次に、反応溶液を氷冷下で攪拌しながら、イソプロピルマグネシウムクロライド（１．
０Ｍ）４０ｍｌをゆっくり滴下した後、以下に示す試薬を加えた。
［１，１’－ビス（ジフェニルホスフィノ）フェロセン］ジクロロパラジウム：０．４１
０ｇ（０．５０ｍｍｏｌ）
１，６－ジブロモピレン：３．６０ｇ（１０．０ｍｍｏｌ）
【００７０】
　次に、反応溶液を昇温し、３時間加熱還流させた。反応終了後、水１００ｍｌを加え、
有機層をトルエンで抽出した。次に、この有機層を無水硫酸ナトリウムで乾燥した後、溶
媒を減圧留去して粗生成物を得た。次に、この粗生成物をシリカゲルカラムクロマトグラ
フィー（展開溶媒：トルエン、ヘプタン混合溶媒）で精製した後、トルエン－ヘプタン混
合溶媒で再結晶することにより、化合物ａ－１を白色結晶として１．２ｇ（収率４２％）
得た。
【００７１】
　（２）化合物ａ－２の合成
　１００ｍｌの三ツ口フラスコに、以下に示す試薬、溶媒を仕込んだ。
化合物ａ－１、０．８４０ｇ（２．９４ｍｍｏｌ）
ベンジルトリメチルアンモニウムトリブロミド：１．２６ｇ（３．２２ｍｍｏｌ）
クロロホルム：６０ｍｌ
【００７２】
　次に、反応溶液を室温下で３時間攪拌した。反応終了後、水１００ｍｌを加え、有機層
をトルエンで抽出した。次に、この有機層を無水硫酸ナトリウムで乾燥した後、溶媒を減
圧留去して粗生成物を得た。次に、この粗生成物をシリカゲルカラムクロマトグラフィー
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（展開溶媒：トルエン、ヘプタン混合溶媒）で精製することにより、化合物ａ－２を白色
結晶として０．９８６ｇ（収率９２％）得た。
【００７３】
　（３）化合物ａ－４の合成
　５０ｍｌの三ツ口フラスコに、以下に示す試薬、溶媒を仕込んだ。
化合物ａ－２：０．６００ｇ（１．６５ｍｍｏｌ）
［１，１’－ビス（ジフェニルホスフィノ）プロパン］ジクロロニッケル：８９ｍｇ（０
．１６５ｍｍｏｌ）
４，４，５，５，－テトラメチル－１，３，２，－ジオキサボロラン：０．７１８ｍｌ（
４．９５ｍｍｏｌ）
トルエン：５ｍｌ
トリエチルアミン：３ｍｌ
【００７４】
　次に、反応溶液を窒素雰囲気下で、９０℃に昇温した後、この温度（９０℃）で６時間
攪拌した。反応後、水１００ｍｌを加え、反応終了後、水１００ｍｌを加え、有機層をト
ルエンで抽出した。次に、この有機層を無水硫酸ナトリウムで乾燥した後、溶媒を減圧留
去して粗生成物を得た。次に、この粗生成物をシリカゲルカラムクロマトグラフィー（展
開溶媒：トルエン、ヘプタン混合溶媒）で精製することにより、化合物ａ－４を黄白色結
晶として１４８ｍｇ（収率３８．７％）得た。
【００７５】
　（４）化合物ａ－６の合成
　２００ｍｌの三ツ口フラスコに、以下に示す試薬、溶媒を仕込んだ。
５－ブロモナフトール：２．２２ｇ（１．００ｍｍｏｌ）
化合物ａ－５：２．６２ｇ（１．１０ｍｍｏｌ）
トルエン：２０ｍｌ
エタノール：１０ｍｌ
【００７６】
　次に、反応溶液を窒素雰囲気下、室温で攪拌しながら、炭酸ナトリウム１０ｇと水２０
ｍｌとからなる水溶液を滴下した。次に、テトラキス（トリフェニルホスフィン）パラジ
ウム（０）０．５８ｍｇを添加した。次に、反応溶液を７７℃に昇温し、この温度（７７
℃）で５時間攪拌した。反応終了後、有機層をトルエンで抽出した。次に、この有機層を
無水硫酸ナトリウムで乾燥した後、溶媒を減圧留去して粗生成物を得た。次に、この粗生
成物をシリカゲルカラムクロマトグラフィー（展開溶媒：トルエン、ヘプタン混合溶媒）
で精製することにより、化合物ａ－６を白色結晶として２．４１ｇ（収率７２％）得た。
【００７７】
　（５）化合物ａ－７の合成
　２００ｍｌの三ツ口フラスコに、以下に示す試薬、溶媒を仕込んだ。
化合物ａ－６：２．００ｇ（５．９５ｍｍｏｌ）
無水ピリジン：５０ｍｌ
【００７８】
　次に、反応溶液を窒素雰囲気下、氷冷で攪拌しながら、トリフルオロメタンスルホン酸
無水物（Ｔｆ2Ｏ）１．１３ｍｌ（８．９３ｍｍｏｌ）をゆっくり滴下した。次に、反応
溶液を氷冷下で１時間攪拌した後、反応溶液を室温まで昇温し、この温度（室温）で２時
間攪拌した。反応後、反応溶液に水５０ｍｌ加え、有機層をトルエンで抽出し無水硫酸ナ
トリウムで乾燥後、シリカゲルカラム（トルエン、ヘプタン混合、展開溶媒）で精製し、
化合物ａ－７を白色結晶として２．３７ｇ（収率８５％）得た。
【００７９】
　（６）例示化合物２－１の合成
　１００ｍｌ三ツ口フラスコに、以下に示す試薬、溶媒を仕込んだ。
化合物ａ－４：０．４５４ｇ（１．１０ｍｍｏｌ）
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炭酸ナトリウム：１．０６ｇ（１０．０ｍｍｏｌ）
トルエン：３０ｍｌ
エタノール：１０ｍｌ
水：２０ｍｌ
【００８０】
　次に、反応溶液を窒素雰囲気下、室温で攪拌しながら、テトラキス（トリフェニルホス
フィン）パラジウム（０）、５７．８ｍｇを添加した。次に、反応溶液を８０℃に昇温し
、この温度（８０℃）で５時間攪拌した。反応終了後、有機層をトルエンで抽出した。次
に、この有機層を無水硫酸ナトリウムで乾燥した後、溶媒を減圧留去して粗生成物を得た
。次に、この粗生成物をシリカゲルカラムクロマトグラフィー（展開溶媒：トルエン、ヘ
プタン混合溶媒）で精製することにより、例示化合物２－１を黄白色結晶として０．３８
０ｇ（収率６３％）得た。
【００８１】
　質量分析法により、例示化合物２－１のＭ+である６０３を確認した。また、1Ｈ－ＮＭ
Ｒ測定により、例示化合物２－１の構造を確認した。
【００８２】
　1Ｈ－ＮＭＲ（ＣＤＣｌ3，４００ＭＨｚ）　σ（ｐｐｍ）：８．３８（ｄ，１Ｈ），８
．２９－８．２１（ｍ，３Ｈ），８．１７（ｄ，１Ｈ），８．１３－８．０４（ｍ，５Ｈ
），８．００（ｄ，１Ｈ），７．９３－７．９１（ｄｄ，１Ｈ），７．８８－７．７７（
ｍ，５Ｈ），７．５０－７．４８（ｄｄ，１Ｈ），７．４０－７．３３（ｍ，２Ｈ），４
．１９－４．１２（ｑ，１Ｈ），４．０９－４．０２（ｑ，１Ｈ），１．６１（ｓ，６Ｈ
），１．６０（ｄ，６Ｈ），１．５２（ｄ，６Ｈ）
【００８３】
　また、例示化合物２－１をガラス基板上に成膜した薄膜からイオン化ポテンシャル及び
バンドギャップを測定した。その結果、イオン化ポテンシャルは５．７２ｅＶ、バンドギ
ャップは２．９５ｅＶであった。尚、バンドギャップの測定は、測定試料はガラス基板上
に成膜した薄膜の可視光－紫外吸収スペクトルの吸収端から求めた。装置は日立製分光光
度計Ｕ－３０１０を用いた。またイオン化ポテンシャルは、大気下光電子分光法（測定器
名：ＡＣ－２、理研機器製）を用いて測定した。測定試料はガラス基板上に成膜した薄膜
から求めた。
【００８４】
　本実施例の（４）において、化合物ａ－５に変えて、下記表３に示されるボロン酸誘導
体又はピナコールボラン誘導体を使用する以外は、本実施例と同様の方法で合成を行う。
これにより下記表３に示される例示化合物１－４、２－１、３－３、４－１及び４－２を
それぞれ合成することができる。
【００８５】
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【表３】

【００８６】
　また本実施例の（４）において、５－ブロモナフトールを４－ブロモナフトールに変え
、化合物ａ－５を下記表４に示されるボロン酸誘導体又はピナコールボラン誘導体に変え
る。これらを除いては本実施例と同様の方法で合成を行うことにより、下記表４に示され
る例示化合物２－４、３－６及び５－２をそれぞれ合成することができる。
【００８７】

【表４】

【００８８】
　［比較例１］
　実施例１で合成された例示化合物２－１に類似する比較化合物１を用意した。この比較
化合物１について実施例１と同様の方法によりイオン化ポテンシャル及びバンドギャップ
を測定した。イオン化ポテンシャルは５．７９ｅＶ、バンドギャップは２．９４ｅＶであ
った。
【００８９】
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【化７】

【００９０】
　［実施例２］
　基板上に、陽極と、正孔輸送層と、発光層と、電子輸送層と、陰極とがこの順に設けら
れている有機発光素子を以下に示す方法により作製した。
【００９１】
　ガラス基板上に、スパッタ法により、酸化錫インジウム（ＩＴＯ）を成膜し陽極を形成
した。このとき陽極の膜厚を１２０ｎｍとした。次に、この陽極付き基板をアセトン、イ
ソプロピルアルコール（ＩＰＡ）で順次超音波洗浄し、次いでＩＰＡで煮沸洗浄した後乾
燥した。さらに、ＵＶ／オゾン洗浄した。以上のようにして処理した基板を透明導電性支
持基板として使用した。
【００９２】
　次に、陽極上に、下記に示される化合物ｂ－１とクロロホルムとからなる溶液（濃度：
０．１重量％）を滴下し、スピンコート法により成膜して正孔輸送層を形成した。このと
き正孔輸送層の膜厚は２０ｎｍであった。
【００９３】
【化８】

【００９４】
　次に、圧力雰囲気１０-5Ｐａの真空チャンバー内において、抵抗加熱による真空蒸着法
を用いて、正孔輸送層上に、下記表３に示される有機化合物層及び電極層を連続成膜した
。
【００９５】
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【表５】

【００９６】
　尚、表５に示される化合物ｂ－２及びｂ－３の構造式を以下に示す。
【００９７】

【化９】

【００９８】
　以上により有機発光素子を得た。得られた有機発光素子について、６．０Ｖの電圧を印
加すると素子が発光した。またこの印加電圧において発光効率４．４ｃｄ／Ａの良好な青
色発光が観測された。
【００９９】
　さらに、窒素雰囲気下で電流密度を３３ｍＡ／ｃｍ2に保ちながら、電圧を１００時間
連続して印加したところ、初期輝度に対する１００時間後の輝度劣化率は小さかった。
【符号の説明】
【０１００】
　１：画像表示装置、１１：基板、１２：防湿膜、１３：ゲート電極、１４：ゲート絶縁
膜、１５：半導体層、１６ドレイン電極、１７：ソース電極、１８：ＴＦＴ素子、１９：
絶縁膜１９、１１０：コンタクトホール（スルーホール）、１１１：陽極、１１２：有機
化合物層、１１３：陰極、１１４：第一の保護層、１１５：第二の保護層
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